
議第１０９号 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係    

   条例の整備に関する条例の制定について 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例を次のとおり定める。 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係 

   条例の整備に関する条例 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第１条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１８年呉市条例第４ 

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で 

示すように改正する。 

改正前 改正後 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 略  第２条 略 

２ 略 ２ 略 

(1) ・(2) 略  (1) ・(2) 略 

(3) 地方公務員法第２２条第１項に規定

する条件付採用になっている職員（規則

で定める職員を除く。） 

(3) 地方公務員法第２２条に規定する条

件付採用になっている職員（規則で定め

る職員を除く。） 

(4) ～(6) 略 (4) ～(6) 略 

３ 略  ３ 略  

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改

正） 

第２条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平

成１７年呉市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で 

示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （職員の派遣）  （職員の派遣） 

第２条 略  第２条 略  

２  略 ２  略 

(1) ・(2) 略 (1) ・(2) 略 

(3) 地方公務員法第２２条第１項に規定

する条件附採用になっている職員（規則

で定める職員を除く。） 

(3) 地方公務員法第２２条に規定する条

件付採用になっている職員（規則で定め

る職員を除く。） 

(4) ～(6) 略 (4) ～(6) 略 

 （呉市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第３条 呉市職員の分限に関する条例（昭和２６年呉市条例第６８号）の一部を次

のように改正する。 



次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で 

示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （休職の効果）  （休職の効果） 

第４条 法第２８条第２項第１号の規定に

該当する場合における休職の期間は，３年

を超えない範囲内において休養を要する

程度に応じ，個々の場合について，任命権

者が定める。 

第４条 法第２８条第２項第１号の規定に

該当する場合における休職の期間は，３年

を超えない範囲内において休養を要する

程度に応じ，個々の場合について，任命権

者が定める。 

２ 第２条の規定に該当する場合における

休職の期間は，必要に応じ，いずれも３年

を超えない範囲内において，それぞれ個々

の場合について，任命権者が定める。 

    

３ 前項の期間又はこの項の規定により更

新された期間は，任命権者が特に必要があ

ると認めるときは，２年を超えない期間で

更新することができる。 

    

４ 任命権者は，法第２８条第２項第１号及

びこの条例第２条に規定する休職の事由

が消滅した場合においては，当該職員が離

職し，又は他の事由により休職されない限

り，速やかにその職員を復職させなければ

ならない。 

２ 任命権者は，法第２８条第２項第１号に

規定する休職の事由が消滅した場合にお

いては，当該職員が離職し，又は他の事由

により休職されない限り，速やかにその職

員を復職させなければならない。 

５ 略 ３ 略 

 ４ 法第２２条の２第１項第１号に規定す

る職員に対する第１項の規定の適用につ

いては，同項中「３年を超えない」とある

のは，「法第２２条の２第２項の規定に基

づき任命権者が定める任期の」とする。 

 （呉市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第４条 呉市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年呉市条例第６７

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で

示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （減給の効果）  （減給の効果） 

第３条 減給は１日以上６月以下の期間給

料の月額（呉市立呉高等学校の教育職員の

給与等に関する特別措置に関する条例（昭

和４６年呉市条例第５４号）第３条第１項

第３条 減給は１日以上６月以下の期間給

料の月額（呉市立呉高等学校の教育職員の

給与等に関する特別措置に関する条例（昭

和４６年呉市条例第５４号）第３条第１項



の規定により教職調整額を支給される職

員にあつては，給料の月額に教職調整額を

加算した額）及びこれに対する地域手当の

月額の合計額の１０分の１以下を減ずる

ものとする。 

の規定により教職調整額を支給される職

員にあつては，給料の月額に教職調整額を

加算した額）及びこれに対する地域手当の

月額の合計額の１０分の１以下を減ずる

ものとする。 

 ２ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる

職員に対する前項の規定の適用について

は，同項中「給料の月額（呉市立呉高等学

校の教育職員の給与等に関する特別措置

に関する条例（昭和４６年呉市条例第５４

号）第３条第１項の規定により教職調整額

を支給される職員にあつては，給料の月額

に教職調整額を加算した額）及びこれに対

する地域手当の月額の合計額」とあるの

は，「基本報酬（呉市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

呉市条例第 号）第３条に規定する基本報

酬）の額」とする。 

 （呉市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部改正） 

第５条 呉市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成７年呉市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で

示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （短時間勤務職員等の特例）  （短時間勤務職員等の特例） 

第１７条 地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第１１０号）第１８

条第１項の規定により採用された短時間

勤務職員及び地方公務員法第２２条第５

項の規定により採用された臨時的任用職

員の勤務時間及び休暇等に関しては，この

条例の規定にかかわらず，別に法律で定め

るもののほか，任命権者が定める。 

第１７条 地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第１１０号）第１８

条第１項の規定により採用された短時間

勤務職員及び地方公務員法第２２条の２

第１項の規定により採用された職員並び

に同法第２２条の３第４項の規定により

採用された職員の勤務時間及び休暇等に

関しては，第２条から前条までの規定にか

かわらず，別に法律で定めるもののほか，

その職務の性質等を考慮して，規則で定め

る基準に従い，任命権者が別に定める。 

 （呉市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第６条 呉市職員の育児休業等に関する条例（平成４年呉市条例第２１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で



示すように改正する。 

改正前 改正後 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は，次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は，次に掲げる職員とする。 

(1) ～(3)  略 (1) ～(3)  略 

(4) 次のいずれかに該当する特定短時間

勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項又は

同法第２８条の６第２項の規定により

採用された短時間勤務職員，一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第４条

第１項又は第２項の規定により任期を

定めて採用された短時間勤務職員その

他の一般職の非常勤職員をいう。以下同

じ。）以外の特定短時間勤務職員 

(4) 次のいずれかに該当する特定短時間

勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項又は

同法第２８条の６第２項の規定により

採用された短時間勤務職員，一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第４条

第１項又は第２項の規定により任期を

定めて採用された短時間勤務職員その

他の一般職の非常勤職員をいう。以下同

じ。）以外の特定短時間勤務職員 

ア 次のいずれにも該当する特定短時

間勤務職員 

ア 次のいずれにも該当する特定短時

間勤務職員 

(ｱ)  略 (ｱ)  略 

(ｲ) その養育する子が１歳に達する

日（以下「１歳到達日」という。）

を超えて特定職に引き続き在職す

ることが見込まれる特定短時間勤

務職員（当該子の１歳到達日から１

年を経過する日までの間に，その任

期が満了し，かつ，当該任期が更新

されないこと及び特定職に引き続

き採用されないことが明らかであ

る特定短時間勤務職員を除く。） 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２

条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（第

２条の３第３号において「１歳６か

月到達日」という。）までに，その

任期（任期が更新される場合にあっ

ては，更新後のもの）が満了するこ

と及び特定職に引き続き採用され

ないことが明らかでない特定短時

間勤務職員 

(ｳ)  略 (ｳ)  略 

イ 次条第３号に掲げる場合に該当す

る特定短時間勤務職員（その養育する

子の１歳到達日（当該子について当該

特定短時間勤務職員がする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては，

当該末日とされた日）において育児休

業をしている特定短時間勤務職員に

限る。） 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に

該当する特定短時間勤務職員（その養

育する子が１歳に達する日（以下，こ

の号及び同条において「１歳到達日」

という。）（当該子について当該特定

短時間勤務職員がする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては，当該

末日とされた日）において育児休業を

している特定短時間勤務職員に限



る。） 

ウ 略 ウ 略 

 （育児休業法第２条第１項の条例で定め

る者） 

 第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める者は，児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第６条の４第１号に規定

する養育里親である職員（児童の親その他

の同法第２７条第４項に規定する者の意

に反するため，同項の規定により，同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親

として当該児童を委託することができな

い職員に限る。）に同法第２７条第１項第

３号の規定により委託されている当該児

童とする。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は，次の各号に掲げる場合の

区分に応じ，当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は，次の各号に掲げる場合の

区分に応じ，当該各号に定める日とする。 

(1) ・(2)  略 (1) ・(2)  略 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため，特定短時間勤務職員

が当該子の１歳到達日（当該子を養育す

る特定短時間勤務職員が前号に掲げる

場合に該当してする育児休業又は当該

特定短時間勤務職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場

合に該当してする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては，当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期

間の末日とされた日が異なるときは，そ

のいずれかの日））の翌日（当該子の１

歳到達日後の期間においてこの号に掲

げる場合に該当してその任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている特定短時間勤務職員であっ

て，当該任期が更新され，又は当該任期

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため，特定短時間勤務職員

が当該子の１歳到達日（当該子を養育す

る特定短時間勤務職員が前号に掲げる

場合に該当してする育児休業又は当該

特定短時間勤務職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場

合に該当してする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては，当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期

間の末日とされた日が異なるときは，そ

のいずれかの日））の翌日（当該子の１

歳到達日後の期間においてこの号に掲

げる場合に該当してその任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている特定短時間勤務職員であっ

て，当該任期が更新され，又は当該任期



の満了後に特定職に引き続き採用され

るものにあっては，当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとする場合であって，次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該

子が１歳６か月に達する日 

の満了後に特定職に引き続き採用され

るものにあっては，当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとする場合であって，次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該

子の１歳６か月到達日 

ア・イ 略 ア・イ 略 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人

事院規則で定める期間を基準として条例

で定める期間） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人

事院規則で定める期間を基準として条例

で定める期間） 

第２条の３ 略 第２条の４ 略 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める特別の事情は，次に掲げる事情とす

る。 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める特別の事情は，次に掲げる事情とす

る。 

(1) 育児休業をしている職員が産前の休

業を始め，若しくは出産したことにより

当該育児休業の承認が効力を失い，又は

第５条に規定する事由に該当したこと

により当該育児休業の承認が取り消さ

れた後，当該産前の休業若しくは出産に

係る子若しくは同条に規定する承認に

係る子が死亡し，又は養子縁組等により

職員と別居することとなったこと。 

(1) 育児休業をしている職員が，産前の休

業を始め，又は出産したことにより，当

該育児休業の承認が効力を失った後，当

該産前の休業又は出産に係る子若しく

は同条に規定する承認に係る子が次に

掲げる場合に該当することとなったこ

と。 

 ア 死亡した場合 

 イ 養子縁組等により職員と別居するこ

ととなった場合 

 (2) 育児休業をしている職員が第５条に

規定する事由に該当したことにより当

該育児休業の承認が取り消された後，同

条に規定する承認に係る子が次に掲げ

る場合に該当することとなったこと。 

 ア 前号ア又はイに掲げる場合 

 イ 民法（明治２９年法律第８９号）第

８１７条の２第１項の規定による請

求に係る家事審判事件が終了した場

合（特別養子縁組の成立の審判が確定

した場合を除く。）又は養子縁組が成



立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除

された場合 

(2) ～(4)  略 (3) ～(5)  略 

(5) 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと，配偶者と別居したことその他の

育児休業の終了時に予測することがで

きなかった事実が生じたことにより当

該育児休業に係る子について再度の育

児休業をしなければその養育に著しい

支障が生じることとなったこと。 

(6) 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと，配偶者と別居したこと，育児休

業に係る子について児童福祉法第３９

条第１項に規定する保育所，就学前の子

どもに関する教育，保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号）第２条第６項に規定する認定

こども園又は児童福祉法第２４条第２

項に規定する家庭的保育事業等（以下

「保育所等」という。）における保育の

利用を希望し，申込みを行っているが，

当面その実施が行われないことその他

の育児休業の終了時に予測することが

できなかった事実が生じたことにより

当該育児休業に係る子について再度の

育児休業をしなければその養育に著し

い支障が生じることとなったこと。 

(6) 第２条の２第３号に掲げる場合に該

当すること。 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該

当すること。 

(7)  略 (8)  略 

（育児休業の期間の再度の延長ができる

特別の事情） 

（育児休業の期間の再度の延長ができる

特別の事情） 

第４条 育児休業法第３条第２項の条例で

定める特別の事情は，配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと，配偶者と別居した

ことその他の育児休業の期間の延長の請

求時に予測することができなかった事実

が生じたことにより当該育児休業に係る

子について育児休業の期間の再度の延長

をしなければその養育に著しい支障が生

じることとなったこととする。 

第４条 育児休業法第３条第２項の条例で

定める特別の事情は，配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと，配偶者と別居した

こと，育児休業に係る子について保育所等

における保育の利用を希望し，申込みを行

っているが，当面その実施が行われないこ

とその他の育児休業の期間の延長の請求

時に予測することができなかった事実が

生じたことにより当該育児休業に係る子

について育児休業の期間の再度の延長を

しなければその養育に著しい支障が生じ

ることとなったこととする。 

 （育児休業をしている職員の期末手当等

の支給） 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 



第７条  略 第７条  略 

２ 給与条例第１４条の５第１項に規定す 

るそれぞれの基準日に育児休業をしてい 

る職員のうち，基準日以前６か月以内の期 

間において勤務した期間がある職員には，  

当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 給与条例第１４条の５第１項に規定す 

るそれぞれの基準日に育児休業をしてい 

る職員（地方公務員法第２２条の２第１項 

の規定により採用された職員を除く。）の

うち，基準日以前６か月以内の期間におい

て勤務した期間がある職員には，当該基準

日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から

起算して１年を経過しない場合に育児短

時間勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から

起算して１年を経過しない場合に育児短

時間勤務をすることができる特別の事情） 

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただ

し書の条例で定める特別の事情は，次に掲

げる事情とする。 

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただ

し書の条例で定める特別の事情は，次に掲

げる事情とする。 

(1) 育児短時間勤務をしている職員が産

前の休業を始め，若しくは出産したこと

により当該育児短時間勤務の承認が効

力を失い，又は第１４条第１号に掲げる

事由に該当したことにより当該育児短

時間勤務の承認が取り消された後，当該

産前の休業若しくは出産に係る子若し

くは同号に規定する承認に係る子が死

亡し，又は養子縁組等により職員と別居

することとなったこと。 

(1) 育児短時間勤務をしている職員が，産

前の休業を始め，又は出産したことによ

り，当該育児短時間勤務の承認が効力を

失った後，当該産前の休業又は出産に係

る子若しくは同号に規定する承認に係

る子が第３条第１号ア又はイに掲げる

場合に該当することとなったこと。 

 (2) 育児短時間勤務をしている職員が，第

１４条第１号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認

が取り消された後，同号に規定する承認

に係る子が第３条第２号ア又はイに掲

げる場合に該当することとなったこと。 

(2) ～(5)  略 (3) ～(6)  略 

(6) 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと，配偶者と別居したことその他の

育児短時間勤務の終了時に予測するこ

とができなかった事実が生じたことに

より当該育児短時間勤務に係る子につ

いて育児短時間勤務をしなければその

養育に著しい支障が生じることとなっ

たこと。 

(7) 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと，配偶者と別居したこと，育児休

業に係る子について保育所等における

保育の利用を希望し，申込みを行ってい

るが，当面その実施が行われないことそ

の他の育児短時間勤務の終了時に予測

することができなかった事実が生じた

ことにより当該育児短時間勤務に係る

子について育児短時間勤務をしなけれ 



 ばその養育に著しい支障が生じることと

なったこと。 

 （呉市報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第７条 呉市報酬及び費用弁償条例（昭和２２年呉市条例第４２号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で

示すように改正する。 

改正前 改正後 

第１条 この条例は，別に定めあるものを除

き，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２０３条の２第４項の規定に基づき，同

条第１項に掲げる者に支給する報酬及び

費用弁償に関し必要な事項を定めること

を目的とする。 

第１条 この条例は，別に定めあるものを除

き，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２０３条の２第５項の規定に基づき，同

条第１項に掲げる者に支給する報酬及び

費用弁償に関し必要な事項を定めること

を目的とする。 

 （呉市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第８条 呉市職員の給与に関する条例（昭和２７年呉市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で

示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （この条例の趣旨）  （この条例の趣旨） 

第１条 この条例は，別に条例で定めるもの

を除き，地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２０４条第３項及び地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第

５項の規定に基づき，職員の給与に関して

必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は，別に条例で定めるもの

を除き，地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２０４条第３項及び地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第

５項の規定に基づき，同法第３条第２項に

規定する一般職に属する職員（同法第２２

条の２第１項の規定により採用された職

員を除く。以下同じ。）の給与に関して必

要な事項を定めるものとする。 

 （臨時職員及び非常勤職員）    

第１７条 臨時に任用した職員及び非常勤 

職員（再任用短時間勤務職員及び地方公共

団体の一般職の任期付職員の採用に関す

る法律（平成１４年法律第４８号）第５条

の規定により採用された短時間勤務職員

を除く。）の給与は，この条例の規定にか

かわらず別に法令で定めあるもののほか，

任命権者が常勤職員の給与との均衡を考

慮して予算の範囲内で支給する。 

 

 



 （施行規定）  （施行規定） 

第１８条 略 第１７条 略 

付 則 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

（提案理由） 

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い，所要の規定の整備をするため，

この条例案を提出する。 

 

 


